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連結決算の範囲
（ ２００３年 ３月３１日現在 ）

範 囲 ３６１社 （ Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ ） 連結決算対象会社 ２８２社 （ Ｂ+Ｃ+Ｄ ）うち

東急グループ ３５６社 ９法人

Ｅ

連結財務諸表作成持分法適用会社の連結決算対象会社 ７８社

持分法非適用会社持分法非適用会社 ２社２社

関連会社
３６社

持分法適用会社 ３４社 Ｄ

子会社
２４８社

持分法適用会社 １社 Ｃ

連 結 子 会 社 ２４７社 Ｂ

東京急行電鉄 Ａ

１



株式公開会社の持株状況
東急グループ ３５６社９法人 （２００３年 ３月３１日現在）

東 京 急 行 電 鉄

連 結 子 会 社

東急建設

東急観光

伊豆急行

東急ロジスティック ＊１

東急ストア ＊２

連結対象会社数 東急電鉄連結持株比 東急グループ持株比 東急電鉄単体簿価

１３社 ７９.６％ ８３.８％ １０３,１５４ 百万円

１２社 ６９.１％ ７２.０％ ７,１７０ 百万円

２２社 ５１.２％ ５７.６％ １,２６２ 百万円

５社 ５３.９％ ５８.３％ ２,４８６ 百万円

９社 ４０.２％ ４０.５％ ８,１４０ 百万円

持分法適用関連会社 連結対象会社数 東急電鉄連結持株比 東急グループ持株比 東急電鉄単体簿価

東急不動産

東急コミュニティー

東急リバブル

東急百貨店

ながの東急百貨店

東急レクリエーション

世紀東急工業

シロキ工業

５０社 １８.５％ ２０.３％ ８,７０８ 百万円

７社 １５.４％ ６５.２％ ２,３３３ 百万円

１０社 １１.６％ ６５.９％ １,０４４ 百万円

１７社 ２５.４％ ２６.１％ ５,８１５ 百万円

２社 ０.１％ ５４.３％ －

５社 ２５.５％ ３１.７％ ２,３０４ 百万円

７社 ２９.１％ ２９.２％ ５５９ 百万円

１４社 ２８.６％ ２９.７％ ４,１５７ 百万円

＊１ ２００２年 ４月に「相鉄運輸」から社名変更をするとともに東急電鉄の連結子会社となった
＊２ ２００２年 ４月に東急電鉄の連結子会社となった ２



連結決算の概要（ ２００３年３月期 ）

＜ 連結損益計算書 ＞ 単位：億円

営業収益

営業利益

経常利益

当期純利益

実 績

１３,８５４

７６９

５１９

３４

業績予想
( 2002年11月27日 時点 )

１４,０００

５３６

２０

７５１

対 前期

＋３,２７２

＋２４２

＋３３６

－８４

新規連結による影響額 （億円）

営業収益 営業利益

東急ストア ２,７４１ ４６

東急ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ １８４ ３

東急ﾎﾃﾙﾁｪｰﾝ ２４８ １４

東急車輛製造 ２８９ １３

計 ３,４６３ ７７

３

流動資産

固定資産

資産合計

実 績

５,９０３

１９,２０８

２５,１１１

対 前期末

－６０５

＋７４６

＋１４１

有利子負債

負債合計

少数株主持分

資本合計

実 績

１４,６６２

２３,１７９

４１４

１,５１７

対 前期末

－７１４

－８

＋１９３

－４３

負債・少数株主持分
及び 資本合計 ２５,１１１ ＋１４１

＜ 連結貸借対照表 ＞

株主資本比率 ６.０ ％ － ０.３Ｐ

単位：億円



グループ経営目標達成
＜ 中期３か年経営計画の定量的総括＞

（２０００年４月～２００３年３月）■ 目標指標

健全性回復目標

グループ全体 有利子負債 ／ ＥＢＩＴＤＡ 倍率 １０倍以下

■ １９９９年３月期実績からの回復

２兆１,１６７億円 ２,２８３億円 ９.３倍

有利子負債

３兆 ３９７億円

ＥＢＩＴＤＡ 倍率

１９９９年３月期
実 績

１,８８３億円 １６.１倍

２００３年３月期
実 績

４



選択と集中の成果
＜ 株式公開会社連結財務データ合算数値 ＞

２０００年３月期 実績 ２００３年３月期 実績 増 減

５

グループ会社数

総資産

有利子負債

４７９社 ３５６社 －１２３社

営業収益 ３兆７０９億円 ２兆５,４６５億円 －５,２４３億円

営業利益 １,０６３億円 １,２７１億円 ２０７億円

経常利益

ＥＢＩＴＤＡ

有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ倍率

支払利息

４３１億円 ８４４億円 ４１３億円

当期利益 －５４億円 ２３０億円 ２８４億円

４兆９,２７５億円 ３兆８,４４３億円 －１兆８３２億円

２兆９,７７８億円 ２兆１,１６７億円 －８,６１１億円

９.３ 倍

２,１８４億円 ２,２８３億円

７６４億円 ４９３億円 －２７０億円

９９億円

１３.６ 倍 －４.３ ポイント

“達成”



２００４年３月期連結業績予想 ①

2004年3月期 予想

１２,１００

５２９

３３３

－１５０

連結業績予想

１,３３０

（億円）

2003年3月期 実績 2005年3月期 予想

営 業 収 益 １３,８５４ １０,４００

営 業 利 益 ７６９ ７００

経 常 利 益 ５１９ ５００

当期純利益 ３４ ３００

自 己 資 本 １,５１７ １,５５０

減損会計早期適用（２００４年３月期）１ 東急建設 １,０００億円
（分割移転資産譲渡損含む）

当 社 ３５０億円
そ の 他 １５０億円

固定資産評価損等 １,５００億円

２ 連結範囲変更

(１) ２００３年１０月１日分割、
２００４年３月期下期より建設事業は
連結対象外

(２) ２００３年３月期下期より連結対象

営業収益 営業利益

東急建設 (1) －１,７９０億円 －８４億円

東急車輛製造 (2) １９３億円 ３億円
６



２００４年３月期連結業績予想 ②
2003年3月期 実績

１,５１７

２.２

１４,６６２

４７０

１４,１９１

１,０４２

－１８１

2004年3月期 予想

１,３３０

－１０.５

１２,７００

５１０

１２,１９０

１,０２０

－２２０

１３.６ １２.０

自己資本

ＲＯＥ（％）

有利子負債

現金・預金

純有利子負債

営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ（営業ＣＦ）

[ 法人税等支払額

純有利子負債／営業ＣＦ

2005年3月期 予想

１,５５０

２０.８

１２,０００

５００

１１,５００

１,１５０

－９０ ]

１０.０

（億円）

定 量 的 目 標

交 通

不 動 産

流 通

レジャー・サービス

ホ テ ル

建 設

そ の 他

計

消 去

営業利益

持 分 法

３６６

２７８

５５

－１７

－２６

９５

２６

７７７

－８

７６９

２５

２７３

１３３

６９

－７

２２

１９

２５

５３４

－５

５２９

３１

３９５

１２０

７５

３０

３０

５

５０

７０５

－５

７００

６０

2003年3月期 実績 2004年3月期 予想 2005年3月期 予想

（億円）

セグメント黒字化

７



東急観光増資
外的要因

（戦争・ＳＡＲＳ）
上 期 業 績 悪 化

イコット展開

販促活動強化

２００３年下期

業績回復増資

90.9

88.3

84.1

90.1

82.9

78.9

85.4

77.175.6

75

80

85

90

95

100

2001決算 2002決算 2003予算 2003見込

取扱高

営業収益

営業費用

２００１年度基準 業績推移％

２００１年度（前３ヵ
年計画最終年度）
より体質改善は進
んでいる

８

（連結） (百万円)

２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００３年
実績 実績 予算 見込

取扱額 236,719 215,140 209,072 199,015

営業収入 32,707 29,455 27,100 25,822

営業費用 34,151 29,181 25,810 26,326

営業損益 △ 1,444 274 1,290 △ 504

経常利益 △ 1,238 242 1,250 △ 492

当期利益 △ 1,008 △ 234 1,100 △ 574

前期純資産 1,498 476 395 395

今回増資 765

当期純資産（2003年は見込） 476 395 1,371 535

２００３年度業績見込



東急建設スキームの進捗①
(現)東急建設株主 (現)東急建設株主

【不動産事業】 【建設事業】 【不動産事業】２００３年８月

新東急建設

（現）東急建設

・不動産事業

・開発事業

・ゴルフ事業

等関連会社

・建設事業

・建設事業

関連会社

【増 資】

ＴＫＫ ４００億円

金融機関 ４００億円

【増 資】

ＴＫＫ ４００億円

金融機関 ４００億円

会社分割会社分割

・不動産事業

・開発事業

・ゴルフ事業

等関連会社

社名変更

ＴＣプロパティーズ

ＴＣホールディングズ

【増 資】

ＴＫＫ １００億円

金融機関他 ４００億円

【増 資】

ＴＫＫ １００億円

金融機関他 ４００億円

分割新株割当分割新株割当【建設事業】
資本関係なし ２００３年８月

・建設事業

・建設事業

関連会社

○会社分割により、建設事業を分割してＴＣホールディングズが吸収

（ＴＣホールディングズ⇒東急建設 ・(現)東急建設⇒ＴＣプロパティーズに商号変更）

○新東急建設は営業権を、ＴＣプロパティーズは営業移転益を計上

○新東急建設の分割新株式を(現)東急建設株主に割当

○会社分割により、建設事業を分割してＴＣホールディングズが吸収

（ＴＣホールディングズ⇒東急建設 ・(現)東急建設⇒ＴＣプロパティーズに商号変更）

○新東急建設は営業権を、ＴＣプロパティーズは営業移転益を計上

○新東急建設の分割新株式を(現)東急建設株主に割当 ９



東急建設スキームの進捗②

２００３年５月 会社分割契約締結

２００３年６月 株主総会

◆分割新株式の割当比率決定

ＴＣホールディングズ ： （現）東急建設 ＝ １ ： ０．２５

２００３年８月頃 増 資 （ＴＣホールディングズ ・ (現)東急建設）

今後のスケジュール

２００３年１０月１日 会社分割 【 (新)東急建設 ・ ＴＣプロパティーズ 】

増資は計画どおりに確保の見通し ⇒ １０月に会社分割実施

不動産事業会社は減損前倒し処理・資産売却を加速 ⇒ 減損問題の解消へ
１０



ＲＥＩＴ事業の進捗

２００３年度上半期中のＲＥＩＴ上場を目指す

＜国土交通省から取引一任代理等の認可を４月３日取得＞

＜金融庁へ投資法人資産運用業の認可を申請中＞

＜物件は８００億円規模の見込み ＞
（ グループからの拠出は、Ｑ-ＦＲＯＮＴビル、東京急行電鉄本社ビル 他 ）

（不動産管理委託関係のイメージ）

プロパティマネジメントの委託投 資 主

投 資 法 人

資産運用会社
（東急リアル・エステート・

インベストメント・マネジメント）

資産運用の委託

６
月
設
立
予
定 東京急行電鉄 （６０％出資）

東急不動産 （４０％出資）

プロパティマネジメント会社
（東京急行電鉄、東急不動産 他）

１１



当社鉄道事業のネットワーク戦略

東横線

＜２００３年３月＞

「田園都市線」～営団半蔵門線経由～「東武伊勢崎・日光線」

相互直通運転実施

５

＜２０００年９月＞

「目黒線」「営団南北線」「都営三田線」

相互直通運転実施

（現在、営団南北線経由

「埼玉高速鉄道線」まで直通運転実施）

４

＜１９６４年８月＞

「東横線」「営団日比谷線」

相互直通運転実施

３
＜２０１２年度＞

「東横線」「営団１３号線」

相互直通運転実施予定

２ 中目黒

自由が丘

田園調布

新横浜

みなとみらい

JR線

東急大井町線

ＪＲ山手線

京急線
相鉄線

多摩川

東急多摩川線

二子玉川

溝口

あざみ野

長津田

中央林間

小田急線

営団銀座線

菊名

横浜市営地下鉄

大岡山

目黒

武蔵小杉

渋谷

＜２００４年２月＞

「東横線」「横浜高速鉄道みなとみらい２１線」

相互直通運転実施予定

１

目黒線

営団半蔵門線

田園都市線

営団１３号線

１

２ ３５
４

１２

営団日比谷線

営団南北線

都営三田線東急世田谷線

JR線

横浜東海道新幹線 ＪＲ線

桜木町
横浜高速鉄道

みなとみらい２１線

ＪＲ線
横浜市営地下鉄

元町・中華街



自己株式取得

「商法第２１０条」の規定に基づき、

自己株式取得枠（２千万株、１００億円）を昨年同様に設定予定

株式持合解消に伴う需給バランス悪化対策

「商法第２１１条ノ３」の規定に基づき、

東急車輛製造保有当社株式（５８７万株）を買取予定

インサイダー取引回避に留意し、相対で買取

代用自己株式を確保し、

買増サービスや機動的な資本政策を遂行
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東急百貨店の営業概況
＜ ２００３年 １月期 実績 ＞ （ ２００３年 ３月２５日 現在 ） ＜ ２００５年 １月期 計画 ＞（ ２００２年 ２月２７日 現在 ）

連 結 単 体

４，３０７億円 ２，４３９億円

９１億円 ５３億円

１１３億円 ４８億円

売 上 高

営業利益

当期利益

４，３２４億円 ２，５２２億円

連 結 単 体

１２０億円 ９２億円

３５億円 ２５億円

売 上 高

営業利益

当期利益

資産売却４３６億円

物流等間接部門の

アウトソーシング実施

子会社等の統廃合
〈期首３４社 → 期末２２社〉

早期退職者７５２名

（人件費削減効果：▲２０億円）

２００２年度実績

２００３年度見込

売上高対前年同月比率の推移

-20

-15

-10

-5

0

5

10

20
02

.5 6 7 8 9 10 11 12
20

03
.1 2 3 4 年月

％ 東京３店舗 ※

その他 ※

東京地区競合他社

※東京３店舗：本店、東横店、吉祥寺店の加重平均；　その他：町田店、札幌店、店外販売の加重平均

２００３年３月大丸札幌店開店

２００２年２月本店改装工事
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東急不動産 「中期経営計画」 進捗状況
＜２０００年１１月策定＞

■ 計画の目標値 （２００５年３月期） ■ ２００３年３月期 実績 （２００３年 ５月１４日現在）

•営業利益
•経常利益
•有利子負債
•自己資本
•ＲＯＡ
•ＥＢＩＴＤＡ倍率

２０５億円
１１０億円

３，９１０億円
８０８億円

３．０％
１３．６倍

•営業利益
•経常利益
•有利子負債
•自己資本
•ＲＯＡ
•ＥＢＩＴＤＡ倍率

３１１億円
２０３億円

４，６１１億円
６９９億円

３．６％
１０．６倍

•営業利益
•経常利益
•有利子負債
•自己資本
•ＲＯＡ
•ＥＢＩＴＤＡ倍率

２１２億円
６０億円

３，６００億円以下
１，０００億円以上

３％以上
１２倍以下

•営業利益
•経常利益
•有利子負債
•自己資本
•ＲＯＡ
•ＥＢＩＴＤＡ倍率

３１５億円
１５０億円

４，２２０億円以下
７２０億円以上

４％以上
１０倍以下

＜ 連 結 ＞

＜ 単 体 ＞

※ ＲＯＡ ＝ （ 営業利益 ＋ 営業外収入 ） ÷ 総資産 ＥＢＩＴＤＡ倍率 ＝ 有利子負債 ÷ 償却前営業利益 １５



ここに掲載されている情報のうち過去の歴史的事実以外のものは将来の見通しであり、

これらは現在入手可能な情報から得られた当社の経営者の判断に基づいております。

従って、実際の業績はこれらと異なる結果となる場合がありますことをご了承ください。

「 将来の見通しについて 」
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